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⚠令和７年の年末調整の変更予定                     

 令和 7年の年末調整から基礎控除の引き上げ等の変更が予定されています。 

 内容が確定次第ご案内してまいります。以下は財務省が公開した資料です。 

 

    

 

⚠在職老齢年金支給停止調整額の引き上げ                     

  老齢厚生年金を受給されている方が厚生年金保険の被保険者であるときに、受給されている老齢厚

生年金の基本月額と総報酬月額相当額に応じて年金額が支給停止となる場合があります。 

 その計算に用いられる支給停止調整額が改定されます。   

   支給停止調整額 2024年度 50万円 → 2025年度 51万円 



 

 

 

マイナ保険証の有効期限をご存知ですか？                 

◆マイナンバーカードと有効期限 

  マイナ免許証の交付開始時に、現行システム上の注意点としてマイナンバーカードと運転免許証の

更新の順番によっては免許情報の再度の紐付けをしないと免許不携帯になるおそれがあるとの注意喚

起がされましたが、マイナ保険証でも有効期限に注意が必要です。 

  マイナンバーカードの有効期限は、18歳以上が発行の日から 10回目の誕生日まで、18歳未満は５

回目の誕生日までですが、マイナ保険証利用時等に利用する電子証明書（数字４桁）の有効期限は、

全年齢で５回目の誕生日までとされているからです。 

つまり、マイナンバーカードは有効期限内であってもマイナ保険証は期限切れ、ということが起こ

り得るのです。 

 

◆有効期限が切れてしまったら？ 

  マイナンバーカードおよび電子証明書は、有効期限の２～３カ月前を目途に有効期限通知書が送付

されてくるので、市区町村窓口で手続きをすれば更新できます。 

 期限内に手続きができなかった場合、期限切れから３カ月間は引き続きマイナ保険証で受診できます

（保険資格情報の提供のみ）。３カ月を過ぎるとマイナ保険証では受診できなくなり、再発行の手続

きをしなかった場合、３カ月以内に資格確認書が交付されます。 

 

◆どんな手続きが必要？ 

  マイナンバーカードおよび電子証明書は、上記のとおり、有効期限が近づくと有効期限通知書が送

付されてきます。 

  通知書に交付申請用ＱＲコードがある場合は、スマートフォンで申請の上、市区町村窓口で新しい

マイナンバーカードと交換できます。ＱＲコードがない場合は、有効期限通知書に記載された必要書

類を持って市区町村窓口で手続きをします。 

 

職業情報提供サイト（job tag）がリニューアル               

◆「job tag」とは 

厚生労働省は、３月 18日に職業情報提供サイト（job tag）をリニューアルしました。 

「job tag」は、500を超える職業について、ジョブ、タスク、スキル等の観点から職業情報を「見え

る化」し、求職者等の就職活動や企業の採用活動、人材育成等を支援するウェブサイトで、企業の採

用活動においては、求める人物像の明確化、人材育成では、従業員のスキルの棚卸し等による教育や

訓練の検討、人材配置の検討などに活用できます。 

 

◆主なリニューアルの内容 

  主なリニューアル内容としては、①サイトの正式名称を「職業情報提供サイト（job tag）」に変

更、②職業解説に新しい職業を追加、のほかに、③職業情報ページに掲載している賃金情報の追加

（１時間当たりの賃金や月別求人賃金等の情報を追加、民間人材サービス企業における賃金相場へ 



 

 

 

のリンク）、④サイトの使い方動画の追加があります。 

 

◆企業の活用例 

「job tag」は、例えば「求人票作成に必要な情報を整理し、わかりやすい求人票を作成したい」、

「求人票作成における情報の整理等にかかる労力を削減したい」という場合に活用することができま

す。その他サイトでは、企業向けに、①職務の見える化、②人材の見える化、③社員のキャリア形

成、④人材の採用、⑤社員の能力開発、⑥顧客の業務内容の理解における本サイトの活用例を紹介し

ています。 

活用法はさまざまですので、ぜひ自社でも利用できることはないか検討してみてください。 

【厚生労働省職業情報提供サイト「job tag」】 

https://shigoto.mhlw.go.jp/User/ 

 

厚生労働大臣が定める現物給与の価額が改正されました           

日本年金機構は、令和７年度から適用となる全国現物給与価額一覧表（厚生労働大臣が定める現物

給与の価額）を公開しました。物価高の影響を踏まえ、食事として支給される現物給与の評価額が引

き上げられました。 

◆現物給与について 

厚生年金保険および健康保険の被保険者が、勤務する事業所より労働の対償として現物で支給され

るものがある場合は、その現物を通貨に換算し報酬に合算のうえ、保険料額算定の基礎となる標準報

酬月額を求めることになります。現物で支給されるものが、食事や住宅である場合は、「厚生労働大

臣が定める現物給与の価額」（厚生労働省告示）に定められた額に基づいて通貨に換算します。ま

た、自社製品等その他のもので支給される場合は、原則として時価に換算します。 

なお、本社管理（本社と支店等が合わせて１つの適用事業所になっていること）の適用事業所にお

ける支店等に勤務する被保険者の現物給与は、平成 25年４月１日以降、支店等が所在する都道府県

の価額を適用しています。 

 

◆食事で支払われる全国現物給与価額一覧表の抜粋（都道府県により異なる） 

・１人１月当たりの食事の額：22,800円～25,200円（900円程度増） 

・１人１日当たりの食事の額：760円～840円（40円程度増） 

・１人１日当たりの朝食のみの額：190円～210円（10円程度増） 

・１人１日当たりの昼食のみの額：270円～290円（10円程度増） 

・１人１日当たりの夕食のみの額：310円～340円（20円程度増） 

 

 改正された現物給与の価額は、標準報酬月額の算定における「固定的賃金の変動」に該当します。

「被保険者報酬月額変更届」が必要になる場合がありますのでご注意ください。 

 

 



 

 

 

派遣事業報告書は今からチェック                     

派遣事業報告書は、労働者派遣法に基づき派遣元事業主が年１回、提出を義務付けられている法定

報告書です。派遣労働者の契約状況・安全衛生管理・キャリアアップ措置の実施状況などを記載しま

す。提出期限は、例年６月末となっていますが、正確な内容で期限内に提出できるよう事前にチェッ

クしておきましょう。 

 

◆提出不備は事業継続にマイナス影響 

未提出の場合、罰金や、派遣許可取消・業務停止命令の対象となります。虚偽報告が発覚した場合の

信用失墜は取引先離れを招きますし、派遣労働者の方々の生活も脅かします。許可取消処分を受けた

事業者の多くが報告書不備を要因としています。 

 

◆事業報告書のポイント 

◎2024年様式変更への対応 

新様式では欄の配置変更が行われており、旧様式使用は受理されません。都道府県労働局のホーム

ページから最新の様式をダウンロードして使用しましょう。 

◎「収支決算書」「関係派遣先割合報告書」にも注意 

事業報告書と同時に、３月決算の会社では、労働者派遣事業収支決算書と関係派遣先派遣割合報告

書も、同じタイミングで提出期限がきますので注意しましょう。 

◎電子申請でも原本保存が必要 

電子申請（e-Gov）の場合も原本保存義務が発生するため、データの保存体制の構築が求められま

す。法令遵守が事業存続の前提条件となっている現代において、報告書管理は経営リスク管理の要

です。 

 

なお、2020年改正派遣法施行後は、同一労働同一賃金の実施状況を確認する労使協定の添付が必須

（労使協定方式を選択している場合）となり、待遇改善の進捗管理ツールとしての側面も強まってい

ますが、これに関して、派遣事業報告書に“36協定”を添付して提出してしまう勘違いがよくあるそ

うです。「労使協定」と聞くと最初に思い浮かぶのが 36協定なのでしょうけれども注意が必要です。 

 

育児・介護休業法と次世代育成支援対策推進法による公表制度の改正     

  2024年の通常国会で成立した「育児・介護休業法」と「次世代育成支援対策推進法」の改正法は、

2025年４月１日から段階的に施行されています。内容は多岐にわたりますが、ここでは４月１日に施

行された企業の公表義務に関する改正をご紹介します。 

 

◆育児・介護休業法―育児休業取得状況の公表義務が 300人超の企業に拡大 

従来は、従業員数 1,000人超の企業に育児休業等の取得状況を公表することが義務付けられていま

したが、４月１日から、従業員数 300人超の企業に公表が義務付けられることとなりました。 

公表内容は、公表を行う日の属する事業年度の直前の事業年度（公表前事業年度）における男性の



 

 

 

「育児休業等の取得割合」または「育児休業等と育児目的休暇の取得割合」のいずれかの割合を指

します。 

育児休業等とは、育児・介護休業法に規定する以下の休業のことです。 

・育児休業（産後パパ育休を含む） 

・法第 23条第２項（３歳未満の子を育てる労働者について所定労働時間の短縮措置を講じない場

合の代替措置義務）または第 24条第１項（小学校就学前の子を育てる労働者に関する努力義

務）の規定に基づく措置として育児休業に関する制度に準ずる措置を講じた場合は、その措置に

基づく休業 

 

◆次世代育成支援対策推進法―行動計画策定・変更時に育児休業取得等に関する状況把握・数値目標設

定の義務付け 

従業員数 100人超の企業が４月１日以降に行動計画を策定または変更する場合には、次のことが義

務付けられます（従業員数 100人以下の企業は、努力義務の対象です）。 

・計画策定時の育児休業取得状況（男性労働者の「育児休業等取得率」または男性労働者の「育児休

業等および育児目的休暇の取得率」）や労働時間の状況（フルタイム労働者１人当たりの各月ごと

の法定時間外労働および法定休日労働の合計時間等の労働時間（高度プロフェッショナル制度の適

用を受ける労働者にあたっては、健康管理時間））の把握等（PDCAサイクルの実施） 

・育児休業取得状況や労働時間の状況に関する数値目標の設定 

 

令和７年度のキャリアアップ助成金の主な変更点              

令和７年度のキャリアアップ助成金のパンフレットやリーフレットが公表されました。４月以降の

変更点のポイントについて説明していきます。なお、ここでは大企業の支給額は省略し、中小企業の

支給額のみを掲載します。 

 

◆正社員化コースの変更点 

  キャリアアップ助成金は、非正規雇用労働者を企業内でキャリアアップさせ、正社員転換や待遇改

善を行う企業を支援する制度です。 

まず、正社員転換等をした場合に助成される「正社員化コース」では、重点支援対象者が導入され

ました。重点支援対象者とは、雇入れから３年以上経過した有期雇用労働者、派遣労働者、母子家庭

の母、人材開発支援助成金の対象訓練を受けて正社員へ転換した者等のことをいいます。これまで

は、「有期→正規」「無期→正規」への転換の場合、２期分の合計でそれぞれ 80万円、40万円が支給

されていましたが、４月からは重点支援対象者に支給されることになります。 

対象以外の人には、１期（６か月）分のみ半額の 40万円、20万円が支給されます。なお、新規学卒

者については、雇い入れられた日から起算して１年未満のものについては、支給対象者から除外とな

ります。 

 

◆賃金規定等改定コースの変更点 

「賃金規定等改定コース」では、賃上げ引上げ区分が従来の２区分から４区分に細分化され、助成



 

 

 

額が拡充されました。３％以上４％未満で４万円、４％以上５％未満で５万円、５％以上６％未満

で 6.5万円、６％以上で７万円となります。 

さらに、有期雇用労働者等の基本給の３％以上を引き上げた場合、１事業所当たり１回のみ 20万

円が加算されます。 

 

◆キャリアアップ計画書の手続きの簡素化 

キャリアアップ計画書は、これまでは各コースの取組み実施日の前日までに管轄の労働局長に提出

し、認定を受ける必要がありましたが、届出のみでよいことになりました。 

 

 各コースの詳細は、下記のパンフレットやリーフレットで確認できます。支給申請については、当事

務所にご相談ください。 

【厚生労働省「キャリアアップ助成金のご案内（令和７年度版）（パンフレット）」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11910500/001469672.pdf 

【厚生労働省「キャリアアップ助成金のご案内（令和７年度版）（リーフレット）」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11910500/001469677.pdf 

【厚生労働省「キャリアアップ助成金改正概要リーフレット（令和７年度版）」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11910500/001450174.pdf 

 

５月の税務と労務の手続［提出先・納付先］                

12日 

○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局または銀行］ 

○雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

15日 

○特別農業所得者の承認申請［税務署］ 

 

6月 2日 

○軽自動車税（種別割）納付［市区町村］ 

○自動車税（種別割）の納付［都道府県］ 

○健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○確定申告税額の延納届出額の納付［税務署］ 

 

 


